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2009年に発生した駿河湾を震源とする地震を契機として，盛土のり面緊急点検が実施され，特に危険性の高い盛

土については詳細調査・耐震性評価を行っている．その際，残留変位量による耐震性評価はニューマーク法によっ

ているが，一般的には安全側とみなされる設計地震動が用いられている．しかし，2011年に発生した東北地方太平

洋沖地震を受けて設計地震動が見直され，従来は安全側とみなされていた地震動が必ずしも安全側の評価とならな

いことが懸念された．これまでに道路および関連施設の盛土のり面を対象に，タイプの異なる地震動について，地

震応答解析およびニューマーク法により耐震性評価を行い，残留変位量と影響素因との相関を明らかにした．本稿

では異なる条件での円弧の検討を加え，設計地震動のタイプの違いによる残留変位量の大小関係について精査した．

さらに，降伏震度と残留変位量の相関から，レベル2地震動における残留変位量の簡易推定法について提案した． 
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1.はじめに 

 
2009 年 8 月 11 日に発生した駿河湾を震源とする地震

（以下，駿河湾地震）により，東名高速道路牧之原サー

ビスエリア付近において，盛土のり面が崩壊した．この

影響により，東名高速道路は通行止めを余儀なくされ，

社会的に大きな影響を与える事態となった．この事態を

受け，「東名高速道路牧之原地区 地震災害検討委員会」

が発足し，原因究明がなされた． 
その被災原因は，「盛土下部に使用された風化しやす

い（スレーキングしやすい）泥岩が，長年の水の作用に

より強度低下するとともに，透水性が低下した．その結

果，盛土内の水位が上昇し，今回の地震が誘因となり崩

壊した」と推定されている 1)． 
この結果を受け，被災盛土と類似の盛土箇所として，

下記条件に該当する盛土の抽出が行われ，盛土のり面緊

急点検が実施された． 
1)スレーキングしやすい岩質材料が用いられている可

能性のある盛土（盛土材料に関する条件） 

2)沢埋め部等の水の集まり易い地形条件に造成された

盛土（地形に関する条件） 

3)盛土のり尻からの高さが10mを上回る盛土（盛土高

さに関する条件） 

盛土材料に関する条件の判定は，20万分の 1 または 5
万分の 1 の地質図により泥岩・頁岩・凝灰岩の分布地域

を通過・近接する区間，または路線を中心に幅 1km，路

線上下線方向に 10km の範囲に泥岩・頁岩・凝灰岩が分

布する箇所の盛土とした．その後，2011 年 3 月 11 日に

発生した東北地方太平洋沖地震を受け，盛土材料に関す

る条件を除いて対象を広げ，残り 2 条件のみに該当する

盛土についても，盛土のり面緊急点検が実施された． 
盛土のり面緊急点検の結果，詳細調査が必要と判定さ

れた盛土のり面については，ボーリング調査等を実施し，

耐震性の検討を行ってきた．また，東海・東南海・南海

地震などの大規模地震に備え，災害時進出拠点等の重要

拠点がある盛土の耐震性についても調査・検討が進めら

れている．大規模地震対策は社会的にも関心が高く，早

急な耐震性の評価と対策の実施が望まれる．さらに，経

年劣化・老朽化が進む道路構造物の大規模更新・大規模

修繕も喫緊の課題であり，道路盛土についても評価対象



となっている．大規模更新・大規模修繕には，盛土のり

面緊急点検で点検対象とならなかった盛土についても評

価対象であることから，机上調査段階で地震時残留変位

量を推定できれば，詳細調査の必要な盛土のり面の優先

付けが可能となる． 
盛土は一般に，標準のり面勾配を適用することにより，

安定していると考えられるので，安定検討を行う必要は

ない 2)とされている．すなわち，標準のり面勾配・盛土

材料ごとの締固め基準を設定し，排水処理や品質・施工

管理を適切に行うことにより，盛土の安定性が確保でき

ると考えられてきた．ただし，盛土材料や盛土周辺地盤

が標準的な条件・仕様を満たさない場合は，安定検討を

実施することになっている． 
地震時の盛土の安定性については，盛土や周辺地盤の

特性から大きな被害が想定される場合に照査を行う 3)こ

とになっており，設計震度による慣性力を考慮した円弧

すべり法を用いるのが一般的である．しかし，近年の新

たな設計の流れとして性能設計が求められるようになり，

直接的に土構造物の残留変形を評価する機会が増えてい

る．残留変形解析手法には，大別して動的照査法と静的

照査法がある．前者にはニューマーク法 4)，5)や動的弾塑

性有限要素法，後者には静的自重変形解析法 6)が挙げら

れる． 
他方，上記残留変形解析手法によらず簡便に残留変位

量を求める手法の開発も進められている．清野らは，道

路盛土を対象に平面すべりを仮定した簡易計算をニュー

マーク法の降伏震度と一致するように補正することで，

残留変位量を簡便に算定する手法 7)を提案している．坂

井らは，鉄道盛土を対象に盛土の高さや勾配等の土構造

物の情報と想定する地震規模・震源距離・最大加速度等

の地震情報から必要なパラメータを求め，滑動変形量を

推定する手法 8)を提案している． 
筆者らは，これまでに道路および関連施設の盛土のり

面を対象に，タイプの異なる地震動について，地震応答

解析およびニューマーク法により耐震性評価を行い，残

留変位量に与える影響素因について検討し，従来の設計

条件の課題・問題点を明らかにした 9)．本稿では，異な

る構造条件の円弧について検討を加え，設計地震動のタ

イプの違いによる残留変位量の大小関係について精査す

るとともに，レベル 2 地震動における残留変位量をニュ

ーマーク法によらず推定する手法について述べる． 
 

 

2.盛土緊急点検における耐震性評価の流れ 

 
盛土のり面緊急点検結果を受け，詳細調査・地震時の

安定性検討・対策効果の評価に至るまでの手順（図-1）
を定め，耐震性の評価を行っている． 

2009 年 8 月に発生した駿河湾地震を受け，2009 年 12
月から類似の盛土について，地山の地形，地下水および

盛土材料の観点から盛土の性状を確認するため，盛土の

り面緊急点検を実施した．2009 年から 2011 年に実施し

た盛土のり面緊急点検の結果，以下の条件ののり面を要

詳細調査箇所とした． 
1)のり面からの湧水や浸み出しあり（常時・降雨後） 
2)簡易動的コーン貫入試験より平均Nd≦10 
3)地表からの 10cm 毎累積平均 Nd 値＞10 の値となる

深さより，盛土内水位が高い 
詳細調査では，対象盛土の撹乱試料を再構成した供試

体を用いてCUതതതത三軸圧縮試験を実施した．対策工として盛

土内地下水排除工法 10)を想定していることから，	CUതതതത三
軸圧縮試験は飽和と不飽和の 2 条件で行った．一般的に

再構成試料は原地盤より低い強度を示すとされている．

しかし，対象となる盛土は自然地盤ほど骨組構造が強く

ないことから，再構成試料による評価が可能と考える． 
対象盛土の調査結果を整理し，地震応答解析および残

留変位量の算定（ニューマーク法）を実施した．ここで，

高さ 30m 程度以上の高盛土や傾斜地盤など不整形地盤

上の盛土は，地表面とは異なる応答が予想されることか

ら，すべり土塊の加重平均加速度の地震動である等価加

速度波形 11)を地震応答解析により算出した．一方，これ

ら以外の盛土については，盛土部の応答が地表面と類似

と見なし 11)，地表面の地震動を用いた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 耐震性評価実施手順 
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なる円弧など，残留変位量が最大となる可能性がある複

数のすべり円弧を選定する． 

2)応答加速度波形の抽出 

地震応答解析で得られた各節点の応答加速度波形デ

ータから，上記で定めたすべり円弧に含まれる節点のも

のを抽出する（図-3）． 
3)等価加速度の算定 

抽出された各応答加速度波形を時刻毎に式(1)にした

がって処理する．ニューマーク法においては，すべり土

塊の慣性力を考慮するため，各節点が分担する質量によ

る加重平均とする． 

等価加速度= ∑൫M(୧) × Acc(୧)൯∑M(୧) 														(1)		 
ここで， 

Ｍ(i)：各節点が分担する質量 
Acc(i)：各節点の応答加速度波形 

 

(3)設計地震動 

レベル2地震動を考慮した地震時安定計算に用いる設

計地震動は，「道路橋示方書・同解説 V 耐震設計編，平

成 24 年 3 月（以下，道路橋示方書と呼ぶ）」においてプ

レート境界型地震を想定したレベル2地震動（タイプ I）
と，内陸直下型地震を想定したレベル 2 地震動（タイプ

II）が与えられている．「設計要領第一集 土工編」には，

「タイプIIの地震動を用いた方が残留変位量は大きくな

ることから，タイプ II の地震動を設計地震動として用い

ることとする．」とあり 15)，残留変位量の算定に用いる

地震動波形は，道路橋示方書に示されるレベル 2 地震動

（タイプ II）の標準加速度波形が用いられている． 
しかし，2011年の東北地方太平洋沖地震を受け，レベ

ル 2 地震動（タイプ I）の標準加速度波形が見直され，

旧波形に比べて継続時間が長く，最大加速度も大きくな

っている．このため，旧タイプ I の地震動よりも残留変

位量が増大することが想定され，従来は対象外とされて

いたタイプ I の地震動における検討も必要となる． 
よって，設計地震動の違いが残留変位量に与える影響

を明らかにすることを目的に，レベル 2 地震動（タイプ

I）およびレベル 2 地震動（タイプ II）を用いた耐震性評 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 すべり円弧における等価加速度の算定 

価を行う．なお，旧タイプ I の地震動では，降伏震度が

0.1以下の場合を除いて，タイプ II の地震動より残留変

位量は小さく，「設計要領第一集 土工編」に記されてい

るとおりであることを確認している 9)． 
 
 

3.対象盛土と検討条件 
 

(1)対象盛土の概要 

残留変位量と影響素因との相関を定量的に評価する

には，多様な構造条件の盛土を対象に検討する必要があ

る．しかし，これまでに詳細調査および耐震性評価を実

施した盛土の中で残留変位量が 50cm を超えるケースは

ほとんどなく，本検討の対象にはならなかった．そこで，

小段ごとに算出したすべり円弧について，新た残留変位

量を求め，異なる構造条件として検討を加えた．本研究

での検討対象とした盛土のり面の断面図を図-4 に示す．

盛土Aと盛土Bは小段ごとのすべり円弧について検討し

た．図-4の断面図には残留変位量を算出したすべり円弧

を記載した．飽和状態でのすべり円弧を赤で，不飽和状

態でのすべり円弧を黒で示している． 
盛土 A は谷埋めの両盛土で，最大盛土高さは約 22m

である．盛土材料は砂岩由来では岩塊状，頁岩由来では

細片砂礫～粘性土から構成されている．盛土内地下水位 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 
図-4 対象盛土断面とすべり円弧 
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表-2 CUതതതത三軸圧縮試験結果一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

の変動に伴ってスレーキングが発生し，粘土化が進んで

いる．盛土本体では透水性の高い箇所と低い箇所があり，

宙水状態に帯水する場合がある．集水地形のため，降雨

時に地下水は大きく上昇する．盛土のり面の小段および

のり尻で常時湧水が認められるが，小段の湧水は排水マ

ットからの排水によるものが主体である． 
盛土Bは傾斜地盤上の盛土で，いわゆる腹付け盛土に

相当する．盛土の高さは約22m～26mである．盛土材料

は硬質の礫を含む砂礫で構成されている．調査結果より

盛土内の地下水位は確認されていない． 
盛土Cは第三紀鮮新世～第四紀更新世の未固結の礫・

砂・粘土およびそれらの互層により構成されている丘陵

を開削・盛土して造成された地域にあり，検討対象であ

る盛土のり面は谷部に堆積した沖積層上に造成されてい

る．盛土の高さは約 5m で，その下部には約 6m 程度の

古い盛土が旧地形を形成している．盛土の形態は傾斜地

盤上の盛土である．盛土材料は粘土分を含む砂が主体で

ある．地下水位は盛土と地山との境界付近に分布してお

り，丘陵地では第 1 洪積砂層内に見られる．降雨時での

盛土のり面からの湧水は見られなかった． 

(2)検討条件 

対象盛土に対し，詳細調査で実施した室内土質試験結

果より，盛土の耐震性評価を行うための盛土および地盤

の各定数を設定した．盛土の強度定数については，撹乱

試料を再構成した供試体を用いてCUതതതത三軸圧縮試験を飽

和と不飽和で実施し，せん断定数を設定した．なお，不

飽和の試験では，含水比調整後の供試体が均一な含水状

態になるまでの期間を予め調べたところ，一週間で均一

となったことから，供試体は一週間の放置期間を設ける

こととした．再構成をする密度はボーリングコアから推

定した値とした．この密度の値に相当する締固め度と盛

土施工時の管理基準値との関係は不明であるが，設計要

領にある盛土の一般値程度の値である（基準値程度は期

待できると考えられる）． 
盛土を構成する土質により，「排水し難い層」と「排

水しやすい層」に区分し，前者はCU 強度を，後者はCD
強度を用いた．排水条件の区分は，明確な基準がないこ

とから，液状化の対象となる砂地盤の区分に準拠し，細

粒分含有率FCと塑性指数 Ipの関係から以下のように設

定した． 

：採用した強度定数 



表-3 各盛土の地盤定数一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

表-4 地震応答解析に用いる入力地震動波形一覧表(文献20より作成) 

呼び名 設計地震動 地盤種別 

入力地震動の加速度波形のもととした強震記録 

地震名 記録場所および成分 

I-I-1 

レベル2タイプI I種地盤 

平成15年十勝沖地震 清水道路維持出張所構内地盤上 EW成分 

I-I-2 
平成23年東北地方太平洋沖地震 

開北橋周辺地盤上 EW成分 

I-I-3 新晩翠橋周辺地盤上 NS成分 

II-I-1 

レベル2タイプII I種地盤 平成7年兵庫県南部地震 

神戸海洋気象台地盤上 NS成分 

II-I-2 神戸海洋気象台地盤上 EW成分 

II-I-3 猪名川架橋予定地点周辺地盤上 NS成分 

 

 

 

1)排水しやすい材料： 
FC≦35%もしくは，FC＞35％かつ Ip≦15 の材料 

2)排水し難い材料：上記以外の材料 
a)三軸圧縮試験結果の整理 

盛土内地下水の影響によりスレーキングしやすい盛

土材料の強度が低下するとともに，水位の上昇そのもの

が盛土の強度低下をもたらす．そのため，盛土内地下水

を排除することは有効な対策の一つとされており，不飽

和状態での強度を用いて算定した残留変位量により対策

効果の評価を行う． 
表-2に各盛土のCUതതതത三軸圧縮試験結果を示す．不飽和のCUതതതത三軸圧縮試験は，地盤工学会基準に従って実施してお

り，非排気非排水条件でサクション圧を測定することで，

c’，φ’を求めている．一般的に飽和度が下がれば，粘

着力が増大する．内部摩擦角については，粘着力に比べ

て飽和度の影響は小さいが，飽和度が下がれば大きくな

る傾向が見られる 16)．本試験結果でも同様の傾向が見ら

れる． 
盛土A は「排水し難い層」で，非排水強度とした．盛

土Bおよび盛土Cは「排水しやすい層」で，排水強度と

した．不飽和での含水率は盛土の自然含水率から 10%程

度低下させた値とした．三軸圧縮試験結果から，盛土内

の飽和度を下げることにより，盛土のり面のせん断抵抗

が増大し，盛土の安定性および耐震性が向上することが

推察される． 
b)地盤定数 

詳細調査結果より設定した各盛土の地盤定数を表-3
に示す．各層の単位体積重量はボーリングコアより推定

湿潤単位
体積重量

γt

(kN/m3)

粘着力

c'

(kN/m2)

内部摩擦角

φ'

(°)

粘着力

ccu

(kN/m2)

内部摩擦角

φcu

(°)

内部摩擦角
(補正値)

φcu
＊

(°)

備考

- - 22.9 19.4 13.2 Sr=100％

- - 90.9 21.0 14.4 Sr=87％

細粒分質砂質礫 Ag 19.0 0.0 35.0 - - -

砂岩・泥岩互層 Oaf 21.0 500.0 0.0 - - -

3.7 30.9 - - - Sr=100％

7.6 34.9 - - - Sr=65％

玉石混じり砂礫 dt 20.9 0.0 32.0 - - -

粘性土 Ac1 20.3 0.0 32.0 - - -

砂岩 Ss 21.0 500.0 0.0 - - -

3.2 26.5 - - - Sr=100％

3.9 31.1 - - - Sr50％

0.0 30.4 - - - Sr=100％

3.8 33.4 - - - Sr50％

砂 As(上) 19.2 - - 0.0 30.0 -

粘土 Ac 19.0 - - 90.0 0.0 -

18.8

19.1盛土C

20.7

盛土B

粘性土質礫質砂
（盛土）

f 18.3

粘性土質礫質砂
（盛土）

BK1

盛土A

砂混じり礫質粘土
（盛土）

Bg

玉石混じり砂礫
（盛土）

BK2

：採用した対象盛土の強度定数 
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波形の加速度応

法による残留変

地表面波形を，

求めた等価加速

た入力地震動の

地震応答解析

I-I-1等価加速度

40 6
時間

タイプⅠ） T1-Ｉ-1

らは，のり肩

がわかる．最

盛土下部に大

求めた等価加

いる範囲の円

度の最大値が

例として，レ

おける最大水

-11 に示す．

-12に示す． 

，のり肩や小

かる．また，

が発生してい

盛土下部の層

がわかる． 

応答スペクトル

変位量の算定

盛土Bおよび

速度波形を用

の加速度応答

析結果（盛土C）

速度波形（盛土C

0 80
(sec)

1 最円弧1

や小段に大き

大せん断ひず

きなひずみが

加速度波形は，

弧内に占める

得られている

ベル 2 地震動

平加速度分布

また，このケ

段に大きな加

地層が凸状の

る．最大せん

境付近に大き

ル 

定には，盛土A
び盛土Cでは

いる．ニュー

スペクトルを

） 

C）

100 120

最大値：-478.710

き

ず

が

る

る． 

動

布

ケ

加

の

ん

き

A
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図-13 入力地震動動の加速度応答ススペクトル 

図-1
動

地盤

図中

いる

対応

盛

標準

土C
るた

は，

幅さ

0.3s
度応

標準

盛

の順

が発

付近

 

(3)残

高

よう

が局

ペク

め，

地震

とし

変位

用い

土A
残

の3
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

盛土

盛土

盛土

13 に示す．図

（タイプ I）お

盤地震動の標準

中の凡例ではタ

る．また地震動

応している．

盛土 A におけ

準加速度応答ス

Cは，地震応答

ため，以下に述

固有周期Ｔが

され，標準加速

sec より短い周

応答スペクトル

準加速度応答ス

盛土B の加速度

順に応答加速度

発生している範

近の小さいすべ

残留変位量算

高さ 30m 程度

うな傾斜地盤な

局部的に増幅す

クトルからも応

ニューマーク

震応答解析によ

して用いる．一

位量は，地表面

いた場合とが同

A はこのケース

残留変位量算定

3波およびタイ

表-

土C 1

3

土A

土B

円弧

1

2

1

2

図には道路橋示

よびレベル 2
準加速度応答ス

タイプ I 標準ま

動を示す記号は

ける入力地震動

スペクトルと合

答解析により求

述べる特徴がみ

が 0.3～4secの加

速度応答スペク

周期の加速度応

ルより小さく，

スペクトルと変

度応答スペク

度が増幅されて

範囲の円弧内に

べり円弧ほど応

算定結果 

以上の高盛土

など不整形地盤

する場合がある

応答加速度の増

法により残留

より求めた等価

一方で，高さ 3
面波形を用いた

同等であること

スに当る． 
定結果を表-5に

イプ IIの地震動

-5 残留変位量

100 0

87 0

100 0

87 1

100 0

65 0

100 0

65 0

100 0

65 0

100 0

50 0

降伏

k
Sr (%)

示方書にあるレ

地震動（タイ

スペクトルも

またはタイプ

は，表-4に示

動は標準加速度

合致する．盛土

求めた等価加

みられる．等価

加速度応答ス

クトルを超え

応答スペクトル

，4secより長

変わらない． 

トルからは，

ている．大き

に占める割合

応答加速度の

土や盛土 B およ

盤上の盛土は

る．図-13 の加

増幅が確認さ

留変位量を算定

価加速度波形

30m程度まで

た場合と等価加

とが確認され

に示す．タイ

動の3波につ

量算定結果一覧 

タイプ

.038 481.

.474 1.

.248 16.

.223 0.

.195 53.

.221 40.

.178 114.

.303 32.

.257 58.

.412 14.

.134 166.

.268 36.

残留変位量

伏震度

ky

残留変

レベル 2 地震

イプ II）の I 種
併記している

II 標準として

した呼び名に

度波形なので，

土Bおよび盛

速度波形であ

価加速度波形

ペクトルが増

ている．Ｔが

ルは標準加速

い長周期では

円弧 3・2・1
な水平加速度

が高いのり肩

増幅率が高い

よび盛土 C の

，応答加速度

加速度応答ス

れた．そのた

定する際には，

形を入力地震動

の盛土の残留

加速度波形を

ており 11)，盛

プ I の地震動

いてニューマ

プI タイプII

5 250.5

0 2.3

1 24.3

0 0.0

6 75.6

0 62.4

3 144.7

4 68.5

3 100.8

9 42.7

2 135.7

1 50.7

量は3波の平均

変位量 (cm)

震

種

る．

て

に

盛

あ

形

増

が

速

は

1
度

肩

い． 

の

度

ス

た

動

留

を

盛

動

マ 



ーク法による

均により残留

a)盛土Aの耐

飽和状態で

変位量が大き

よる残留変位

いずれの地震

いる．円弧1
タイプ I の地

すべり変位量

動より大きく

円弧 1 の飽

すると，飽和

の差が大きい

ことに起因す

が下がった部

る．その結果

刻毎における

円弧 2 につい

b)盛土Bの耐

円弧 1 の残

おいても地震

った．本盛土

態で 0.221 で

イプ II の地震

た．飽和状態

の降伏震度ほ

の時刻毎にお

の地震動の継

円弧 2 では

く，また等価加

残留変位量は

を超過してい

にタイプ II の
された． 
飽和状態と

飽和度による

c’は飽和度の

きくなる．φ

り圧に依存す

さい．このこ

い理由と考え

c)盛土Cの耐

盛土Cの残

動がタイプ I
を超えていた

よりは大きい

不飽和状態

るすべり円弧解

留変位量を求め

耐震性 

では，円弧 1 は

きく算出され，

位量が大きく算

震動においても

は飽和状態で

地震動のように

量が累積され，

くなったと考え

飽和状態と不飽

和度の差が小さ

い．これは，飽

する．ccuの増大

部分の強度が一

果，降伏震度が

るすべり変位量

いても同様であ

耐震性 

残留変位量は，

震動のタイプに

土の降伏震度は

であり，残留変

震動がタイプ

態での降伏震度

ほど小さくない

おけるすべり変

継続時間の影響

は，円弧 1 より

価加速度波形の

はタイプ I およ

いる．また，残

の地震動がタイ

と不飽和状態

る残留変位量の

の影響が小さ

φ’に対して，

するため，c’の

ことが，飽和度

えられる． 
耐震性 

残留変位量は，

II の地震動よ

た．このときの

いが，盛土B
態では，降伏震

解析を行い，そ

めた． 

はタイプ I の地

円弧 2 はタイ

算出された．な

も許容変位量

での降伏震度が

に継続時間が長

残留変位量が

えられる． 

飽和状態での残

さいにも関わ

飽和度が下がる

大は，すべり面

一様に増加す

が 0.038 から 0
量が小さくな

ある． 

飽和状態お

にかかわらず許

は，飽和状態で

変位量は飽和

I の地震動よ

度 0.195 は盛土

いことから，

変位量が小さ

響が表れなか

り飽和状態での

の増幅する割合

よびタイプ II
残留変位量は飽

イプ I の地震動

での残留変位

の差は，盛土A
く，φ’は飽和

すべり面の強

の影響に比べ

度による残留変

，飽和状態で

り大きく，ど

の降伏震度は

よりは小さい

震度は 0.268

それぞれ 3 波

地震動による

イプ II の地震

なお，円弧 1
を大きく超過

が0.038と小さ

長い地震動で

がタイプ II の

残留変位量を

らず，残留変

ると ccuが増大

面における飽

ることを示し

0.474 に増大し

ったと考えら

よび不飽和状

許容変位量を

で 0.195，不飽

・不飽和とも

り大きく算定

土A の飽和状

タイプ I の地

くなり， タイ

ったと考えら

の降伏震度が

合が高いことか

ともに許容変

飽和・不飽和

動より大きく

位量を比較する

Aに比べて小さ

和度が下がれ

強度の増加は

べてφ’の影響

変位量の差が

ではタイプ I の
ちらも許容変

0.134 と，盛

い． 

となり，残留

波の平

残留

震動に

は，

過して

く，

では，

の地震

を比較

変位量

大する

飽和度

してい

し，時

れる．

状態に

を下回

飽和状

にタ

定され

状態で

地震動

イプ I
れる． 

が小さ

から，

変位量

和とも

算定

ると，

さい．

れば大

は土被

響は小

が小さ

の地震

変位量

盛土 A

留変位

量は

タイ

は大

土A
状態

動の

B よ

位量

大き

飽

飽和

が，

響は

和状

飽和

考え

5.残

残

強度

関性

土の

再評

図

量と

とさ

イプ

同じ

と定

δyc

 

は許容変位量を

イプ II の地震動

大きく算定され

A の飽和状態で

態での降伏震度

の継続時間の影

より影響が見ら

量は，タイプ I
きく算定された

飽和状態と不飽

和度による残留

盛土Bに比べ

は，盛土Bと同

状態での降伏震

和度による残留

えられる． 

残留変位量と

残留変位量 δに
度・構造条件等

性についてこれ

の小段ごとに算

評価を行った．

図-14 に降伏震

との関係を示す

さらに小さい値

プ I の地震動と

じになる降伏震

定義し，盛土の

の大小関係か

図-14

を下回った．地

動がタイプIの

れた．飽和状態

での降伏震度

度より小さいこ

影響は，盛土A
られる．このた

II の地震動よ

たと推察される

飽和状態での残

留変位量の差は

べて大きい．飽

同様の傾向が見

震度の差が盛土

留変位量の差が

と影響素因と

に与える影響素

等に依存する降

れまで検討して

算出したすべり

 
震度 ky と残留

す．許容変位量

値の事例 21)と

とタイプ II の地

震度と残留変

の要求性能とし

から，タイプ I

降伏震度と残

地震動タイプ

の地震動より

態での降伏震

度より大きく，盛

ことから，タ

A ほど大きく

ため，飽和状

りタイプ I の
る． 

の残留変位量を

は，盛土A に

飽和度による

見られる．飽

土Bに比べて

がやや大きく

の相関 

素因の一つと

降伏震度 kyを
てきた 9)．こ

り円弧の残留

留変位量 δ，お

量は今回設定

して 50.0cm
地震動による残

変位量をそれぞ

して設定する

I とタイプ II の

残留変位量の関係

の比較では，

，残留変位量

震度 0.134 は盛

盛土Bの飽和

イプ I の地震

ないが，盛土

態での残留変

地震動の方が

を比較すると，

比べて小さい

c’・φ’の影

飽和状態と不飽

大きいことが

なった要因と

して，盛土の

を挙げ，その相

こでは，各盛

変位量を加え

よび許容変位

定した 100.0cm
を示した．タ

残留変位量が

ぞれ kyc，δyc
許容変位量と

の地震動の適

係 

量

盛

和

震

土

変

が

い

影

飽

が，

の

相

盛

え，

位

m
タ

が

c



用の要否について以下に述べる． 
降伏震度kyと残留変位量δとの相関性について地震動

のタイプ別に近似曲線を示し，近似曲線の交点から kyc
と δycを求めた．本検討では kycは 0.2234，δycは 82.2cm
と推定され，許容変位量の値によっては適用した地震動

のタイプが危険側となる場合も想定される．ただし，近

似曲線の交点付近(図中の着色範囲)は，地震動のタイプ

別残留変位量の大小関係にばらつきがある．このために

境界値は明確ではないが，降伏震度が小さい範囲ではタ

イプ I の地震動による残留変位量が，降伏震度が大きい

範囲ではタイプIIの地震動による残留変位量が大きくな

る傾向は認められた．タイプ I とタイプ II の地震動によ

る残留変位量の大小関係が逆転する境界は幅をもった範

囲となり，一意的には決定できない．よって，この範囲

ではタイプ I とタイプ II の地震動による残留変量の比較

が必要である． 

地震動のタイプによる残留変位量 δの大小関係のばら

つきの要因として，等価加速度波形の増幅率の違いが考

えられる．等価加速度波形を算出した円弧ごとに等価加

速度の増幅率が異なることは，図-10や図-13に示すとお

りである．降伏震度が大きくなると残留変位量は小さく

なる傾向に対して，円弧によっては降伏震度が大きい場

合でも残留変位量が大きく算定されることがある． 

地表面波形を用いた場合には，等価加速度の増幅は考

慮しないため，降伏震度 kyと残留変位量 δのばらつきの

下限値と考えられる．そのため，地表面波を用いた降伏

震度 kyと残留変位量 δは，相関性が強くなることが期待

できる． 

 
 

6.簡易推定法の検討 
 

(1)擬似盛土モデルを用いた相関化 

盛土の要求性能に対する耐震性評価には，ニューマー

ク法をはじめとする残留変形解析手法により直接的に土

工構造物の残留変位量を求めている．ここではニューマ

ーク法によらず予備的に残留変位量を推定する簡易評価

法について述べる． 
降伏震度 kyと残留変位量 δには相関が見られ，降伏震

度kyの値によりタイプI地震動とタイプII地震動での残

留変位量の大小関係が逆転することを前項で示した．こ

の相関性の検証に，擬似盛土モデルを用いて地表面波に

おける降伏震度 ky と残留変位量 δの相関付けを行った．

擬似盛土モデルは図-15 に示すように一般的な道路盛土

の形状 22)とし，擬似盛土S(盛土高 10m)・擬似盛土M(盛
土高 20m)・擬似盛土L(盛土高 27m)の 3 形状について解

析を行った．擬似盛土Lは地震応答解析が必要な高盛土

とならないように盛土高を 27m とした．解析条件はγ

=19kN/m3，せん断定数を c=5，10，20，30kN/m2，φ=20，
25，30°の組合せとした． 
降伏震度と残留変位量の相関性を図-16 に示す．実盛

土の耐震性評価結果については，等価加速度波形を用い

た盛土と地表面波形を用いた盛土に分けてプロットして

いる．地表面波形を用いた擬似盛土モデルの傾向は，同

じ地表面波形を用いた盛土A と近似している．盛土A と

擬似盛土を合せた地震動タイプ別の近似式では，

R2=0.9889～0.9964 となり，盛土の構造条件に関わらず降

伏震度 kyと残留変位量 δに強い相関が見られる．このこ

とは，降伏震度 kyから残留変位量 δを推定できる可能性

を示している．なお，図-14 とは異なった関数となって

おり，等価加速度波形の増幅率の違いによるばらつきの

影響が近似式の算定にも見られる． 
等価加速度波形を用いた盛土 B と盛土 C については，

等価加速度が増幅していることから，地表面波形を用い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-15 擬似盛土モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-16 降伏震度と残留変位量の相関性
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た場合より残

波形を用いた

述R2=0.6272
いては，等価

なるため，簡

り，評価の信

 
 

残留変位量が大

た場合も弱いな

2～0.8585），降
価加速度の増幅

簡易推定法では
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とタイプIIの地震動による残留変位量の大小関係が逆

転する境界は幅をもった範囲となる．盛土の要求性能

として設定する許容変位量と δyc の大小関係は，タイ

プIとタイプIIの地震動の適用の要否に関係するため，

図-14 の着色範囲では設計地震動の適用に注意が必要

である．特に，等価加速度波形を用いる場合は，盛土

の構造条件により応答加速度の増幅が異なるため，残

留変位量 δの大小関係のばらつきが大きくなる． 
5)降伏震度 kyと残留変位量 δの関係では，地表面波形を

用いた場合には強い相関が見られ，降伏震度 ky から

ニューマーク法によらず残留変位量 δを推定できる可

能性を示した．また，降伏震度についても，c・φとの

相関性は強く，盛土の高さ別に求めた c・φと降伏震

度の関係から降伏震度を得ることが可能である． 
以上の結果から，タイプ II のみならず，タイプ I の地

震動による耐震性評価の必要性を明らかにした．特に，

タイプ I とタイプ II の地震動による残留変位量の大小関

係が逆転する境界は，幅をもった範囲となり，注意を要

する． 
また，地表面波形を用いる場合は，ニューマーク法に

よらず残留変位量 δを簡便に推定する手法を示した．た

だし，等価加速度波形を用いる場合は，盛土の構造条件

によって加速度応答スペクトルの増幅率に差があるため，

参考程度に止め，他の手法例えば23)に譲りたい． 
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EFFECTS OF SEISMIC GROUND MOTION AND SIMPLE ESTIMATION METHOD 
ON SEISMIC PERFORMANCE EVALUATION OF ROAD EMBANKMENTS 

 
Tadakazu MIYOSHI, Ken-ichi TOKIDA 

 
Based on the investigation results on the reasons relating to the 2009 Suruga Bay Earthquake, the urgent 

inspections and seismic assessments on the highway embankments have been conducted. Because the seismic 
design ground motions were revised newly in the 2011 Off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, the above 
seismic assessments were necessary in detail to investigate the effects of the former and newly revised seismic 



ground motions. Then the seismic assessments at 3 different road embankments from the view of the 
performance-based design were conducted to estimate the sliding residual displacements induced by the 6 different 
seismic ground motions with use of Newmark Sliding Block Method. As the results, the effects on the sliding 
residual displacements induced by the different type of seismic ground motions are discussed. 
Newly adds the case of different structural condition in this paper were scrutinized for the magnitude of amount of 

sliding residual displacement due to the difference in the type of seismic ground motion. In addition, from the 
correlation of the yield seismic intensity and the sliding residual displacement, the simple estimation method of the 
sliding residual displacement in level 2 ground motion was proposed for. 

 
 


